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4．おわりに
1．高齢者雇用の活用概況
(1)高齢者雇用の需給状況
円高好況に始まった人手不足の持続のなかでまった人手不足の持続のなかで（拙稿，９ｌｂ)，ずっと需給
のアンバランスがつづいていた高齢者雇用にも変化がゑられるようになっ
た。それはなによりも端的に職業安定所の求人倍率の_上昇に現われてい
る。長い間，0.1倍に低迷していた60歳代前半層の有効求人倍率が0.2倍
に倍増したからである。
周知のように年齢階層別に有効求人倍率の構造を承ると，６０歳代前半層
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表１年齢階層別活
個別紹介
年齢階層 それ以外
の知人鱸耆|社員|篭霧署元の勤務先
５０歳代
６０歳代
3.3 
4.3 
14.6 
18.7 
12.0 
17.6 
11.3 
６．８ 
15.7 
11.9 
東京都，８８による。横計を１００とする。このアンケート調査は，有効回答をえ
た。
が最近でも最低になっている。したがってまた，完全失業率を年齢階層別
にふると，男性の場合は60歳代前半層で若者とともに最高になっている。
こうした事実が高齢化社会の成熟のなかで持つ意味は重大なのだが，その
再論は控えておこう（拙稿，９１ａ)。
そういう状況のなかで，６０歳代前半層の求人倍率が倍増したのは，十分
注目に値し､する現象である。しかしそれが，一時的現象なのか，それとも
構造変化を含んでいるのか，さらにまた一時的現象が契機になって構造変
化を誘っているのか，もう少し時間をかけて検証して承る必要がある。そ
れにしても職安の求人・求職は，のうちにも触れるようにきわめて限界的
な雇用変動を反映しているに過ぎないので，求人倍率の倍増もそういう位
置づけのなかで割り引きして受け止めておかねばならないだろう。
表１は，かならずしも高齢者雇用の需給実態を示してはいないが，公共
職安を媒介とした採用ルートがいかに限られているかをそれなりに示して
いる。このデータは東京都の中小企業における高齢者活用事例を集計した
結果だが，それによると，採用ルート全体のうち，公共職安の占めるシェ
アは，５０歳代では18％なのに対し，より再就職機会に乏しい60歳代では１３
％ほどに止まっている。職安とその系列の人材銀行と社会福祉協議会の機
関だった無料職業紹介所を加えても，５０歳代はやっと20％を上回るが，６０
歳代はそれ以下でしかない。
実はそれも，再就職した職種別などによって異なっており，技能職や単
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用事例の採用ルート
(％） 
幾関劇 5１ 
銀行｜斡旋会社|鑿囎壽|新富
18.4 
12.6 
2.9 
2.9 
1.4 
0.4 
0.8 
2.2 
15.0 
15.5 
1.7 
0.7 
5.1 
7.2 
用従業員20人～300人，そして資本金１億円未満の企業6,000社を対象とし，1,454
社の有
純労務職などでは職安が新聞の折り込糸とともにかなり大きなルートにな
っているが，管理職，専門・技術職，事務職，営業・販売職などは，経営
者などのスカウトや元の勤務先の紹介が主流になっている。いずれにして
も，全体とすれば個別の縁故ルートが主流となっており，採用全体の60％
ほどを占めている。ただし，このデータは採用側が主観的に「活用上うま
くいった」と判断している事例にもとづくので，それだけ余計，個別の紹
介ルートが拡大しているのかも知れない。
（２）中小企業における高齢者活用の概況
だが，その立ち入った検討が本稿の課題なのではない。本稿のテーマは，
中小企業において60歳以上の高齢者の活用がいかに展開しつつあるかを好
事例に即して分析することにあるが，始めに「活用上うまくいった」とい
う回答率を企業規模別にゑておこう。それを示した図１によると，中小企
業でも規模が大きくなるほど回答率，つまり活用率が高まる傾向を示して
いる。しかし,５０歳代の再就職者と60歳代の同一企業での継続雇用者とで
は，３０％近くから65％前後まで高まっているのに対し，６０歳代の再就職で
は15％近くから30％を多少上回る程度に高まるに止まり，全体としてより
低水準でしかない。それにしても，東京都の中小企業のように早くから人
手不足化していた状況では，調査企業の平均20％ほどが60歳代の高齢者の
なんらかの活用の成果を上げている。十分注目に値し､する事実だろう。
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図１企業規模別高齢者活用事例の回答率
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表１と同じ。調査企業のリストアップ時には300人未満
だったが，調査時に300人以上に変化した少数の企業も
含まれている。
そこでつづいて，「活用上うまくいった」というのは，いかなる経営上
のメリットがあったのかをゑておこう。表２は，われわれが提示した選択
肢に複数回答方式で答えてもらった結果だが，それによると金融機関出身
の高齢者で複数回答がもっとも多くなっており，とくに多面的な評価が与
表２年齢階層・前職別活
〒IiMﾄﾞ1F:|鴇営上； 製品・生産方法の開発 若い人の相談相手 職場の雰囲気が明るくなる人脈による販路拡大 やの範遇律接規模
５０歳代
６０歳代
10.1 
9.0 
10.3 
12.6 
12.6 
11.5 
11.8 
10.4 
19.8 
17.3 
14.0 
16.3 
大企業
中小企業
金融機関
官公庁
27.2 
9.5 
16.7 
12.5 
4.3 
7.4 
20.7 
10.5 
33.3 
９．４ 
18.5 
8.4 
16.7 
12.5 
18.5 
８．４ 
17.4 
20.2 
33.3 
18.8 18.8 6.3 
図１と同じ。ただし，前職別には60歳代について，さらにカッコ内は本文のよう
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えられていることがわかる。
全体として，①「安心して仕事が委せられる」という回答が60％以上に
も達し，もっとも多くなっている。このような好事例では，高齢者に対す
る信頼感が特別大きいことがわかるが，その理由はのちにふるとおりであ
る。②つづいて60歳代の場合，多いのが「人件費が安くて済む」という回
答であり，これはとくに60歳代前半層について在職老齢年金の適用が残さ
れており，賃金と年金の併給が可能なことや，とくに65歳以上ともなると
健康維持や生きがいの充足などを目的とした就職が多くなること（総理府，
87）にもとづくのだろう。③それにつづくのが，「人のいやがる仕事の担
当｣，そして「若い人の代替」であり，いわゆる３Ｋ関連の仕事や若者など
の人手不足によって，やむなく高齢者を採用したのかも知れない。
いずれにせよ，「こうした人件費が安くて済む｣，「人がいやがる仕事の
担当｣，「若い人の代替」は，同じ高齢者の活用でも，より消極的な活用の
事例を示している，とゑてよい。それに対し，表２の「安心して仕事が委
せられる」という欄より左側の回答は，こうした信頼感の根拠を示すと同
時に，より積極的な活用の事例を示しているに違いない。
とくに６０歳代に注目すると，①「顧客への接遇や職場の規律の模範｣，
「若い人の相談相手」という回答がもっとも多く，それぞれ17,16％を占
用による経営上のメリット
(ＭＡ・％）
Ｑｃ活動に
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な積極的活用のシェアを示す。
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めている。いかにも人生経験豊かで真面目な高齢者の長所を示しており，
「若い人の代替」などより以上のメリットを発揮しているが想像される。
②つづいて「経営上の相談｣，「人脈による販路拡大｣，「製品・生産方法の
開発」が多く，いずれも10％を多少上回っている。これらはとくに高齢者
のなかでも，役員・管理職，専門・技術職，営業・販売職としての豊かな
キャリアがより積極的に活用されている実態を反映しているのだろう。
とりわけ表２について注目されるのが，前職の企業規模や産業による経
営上のメリットの特徴である。①まず「安心して仕事が委せられる」とい
う回答がもっとも多く，８０％を上回っているのが金融機関出身者である。
いかにも信用を重視してきた金融出身者らしい評価だが，それと同時に，
金融出身者は「人件費が安くて済む」と評価されている。しかし，それだ
けでなく「経営上の相談｣，「接遇と規律の模索」でも，とくに高い評価が
与えられている。
それに対し，②「人脈による販路拡大｣，「製品・生産方法の開発｣，とく
に「若い人の相談相手」などで評価が高いのが大企業出身者である。とか
く大企業出身者は，プライドが高く，細分化した職務を経験してきている
ので，細かな分業があまり発達していない中小企業への再就職には適応し
切れない，という指摘が聞かれるが，おそらくこうした評価は一面的なの
だろう。細分化した職務ばかり担当してきても，企業内労働市場での長い
キャリアのなかで多種類の職務を経験してきた場合は，その気になりさえ
すれば中小企業の幅広い職務にもかえって適応力が高いに違いない。しか
も「販路拡大｣，「開発｣，「経営上」などの「相談」という積極的な役割を
発揮していることに十分注目しなければならない。
それに比べれば，③中小企業出身者の場合は「接遇や規律の模範」が金
融出身者についで高いほかは，とくに「いやがる仕事の担当」と「人件費
が安くて済む」という評価がより多くなっている。また官公庁出身の場合
も，「経営上の相談」や「開発」などの評価は限られているが，とくに｢職
場の雰囲気を明るくなる」を始め，「いやがる仕事の担当」などで寄与率
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が高くなっている。しかも，積極的活用のシェアを集計すると40％を上回
り，大企業出身者についで高い評価をえている。
このような経営上のメリットからもわかるように，高齢者はかなり広い
職種や雇用身分のもとで活用されている。その実態は表３のとおりだが，
60歳代の再就職の場合，２５％ほどが役員・管理職・監督職の役職ポストに
就いている。しかし，同じ60歳代では同一企業の継続雇用者が30％近くも
役職に就いているのに比べて多少少<なっている。それとともに，６０歳代
の再就職では，継続雇用と同様に嘱託が25％を上回るだけでなく，臨時・
パートが14％に達し，とくに多くなっている。だから「人件費が安くて済
む」ということになるのだろう。
このような活用状況は，これまでにふた高齢者自身のキャリアやモティ
ヴェイションなどによるだけでなく几雇用側のキャリアの積極的な活用や
モーティヴェイションの刺激の仕方によっても，当然，異なってくるはず
である。それらについてはつづいて考察するとおりだが，そうした雇用管
理の一端として再就職者の採用時に高齢者の属性としてとくに重視した事
表３世代別活用事例の現在の職位・身分構成
(％） 
職業変動･世代|役員|管理職|監督職|一般職|嘱託|霞琶１１不明
【】ｌと▲【］
５０颪
Ｚ )Etl60菌 ３１１６６１２８４１８．２ 
図１と同じ。横計を１００とする。
表４年齢階層別活用事例の採用時重視事項
(％） 
震鶯|莞能議|経歴|資格|穰康力|年齢|性格|態度|不明
50歳代
60歳代 霊|::：Iill;:;｜Ⅲ二|I:：21.6 21.9 16.9 17.3 
図１と同じ。横計を１００とする。
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項についてふておこう。それを示した表４もまた，表３と同様に不明が比
較が多く，気になるところだが，５０歳代に比べて60歳代についてとくに目
立つのは「健康・体力」の重視が多いことである。６０歳代ともなると，と
くに「健康・体力」の個人による分散が顕著になってくるわけだから，当
然の配慮だろう。それとともに多いのが，「技能・知能｣，「経歴」であり，
すでに表２でゑたような積極的活用の仕方を裏付けている，とゑてよい。
2．高齢者活用の判定と就業条件
（２）高齢者活用の判断基準
実は上記の高齢者活用の事例は，近い将来，東京都が第３セクター方式
で「高齢者就業総合センター」（仮称）を大々的に設立するための準備作
業の一環として調査された結果である（東京都，８７)。とくにこれらの好事
例は，中小企業の高齢者雇用について，これまでの公共政策を上回るよう
な積極的なコンサルタントを行うための参考データとして集積されつつあ
る。この種の好事例は，すでに高年齢者雇用開発協会などでも収集されて
いるが，その内容は前掲の表２と同様に，「経営上の相談」とか，「人件費
が安くて済む」などの結果としての活用内容を中心として明らかにしてい
るに過ぎず，雇用管理などによる活用の条件，雇用全体としての位置づ
け，さらに残された諸問題の解明が不十分であるように思われる。現在も
継続中の好事例調査には私も参加しているが，そこでは上述のような不十
分な諸点をできるだけ補完するように進めている。
その場合，まず問題になるのが，どのような内容や条件づけをもって好
事例とふるか，その判断基準である。その点については，前述のとおり結
果としての活用内容だけでゑても，「経営上の相談」というようなきわめ
て戦略的な活用から，「人がいやがる仕事の担当」のような人手不足の穴
埋めに止まるような消極的な活用まで，きわめて幅広い実態が横たわって
いる。また，用意周到な雇用管理などの条件が進められているケースも，
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そうでないケースもみられるに違いない。さらに量的にも，全従業員中，
相当大きな比率を占める事例もあり，ごく低い比率に止まる事例もふられ
る。それだけでなく，大きなシェアで採用しても離職率が高く，定着して
いない事例もふられる（東京都，９０)。
したがって，われわれの現行の調査基準として，まずある程度のシェア
に達するほど高齢者を採用しており，しかも定着性が高く，そのうえ経営
側の姿勢として高齢者雇用に積極的な理解を持ち，現に戦力として活用し
ていることを前提とした。そのうえで，その活用の条件として，①職務と
作業条件の調整，②労働時間の短縮と勤務時間の弾力化，③賃金調整，④
前職能力の活用とリフレッシュ，⑤就業規則やマニュアルの作成などの広
義の就業条件を積極的に工夫していることを好事別の基準とした。
（２）就業諸条件の調整
こうした前提と基準について,多少立ち入ってパラフレーズしておこう。
第１に，前述した経営姿勢については，とくに中小企業の場合，経営首
脳が経営全般に渡って積極的かどうかが高齢者の活用にも大きな影響を与
えているように思われる。とくに日本の産業と経済の全体が大きな転換期
を迎えている状況のもとで，これまでのように徒らに売上げの量的拡大を
求めるのではなく，いろいろな経営革新のもとで高付加価値を追求するこ
となしに企業のサパイパノレはありえない。さきの図１によると，われわれ
の調査企業のうち，とくに常用50人未満の小企業では高齢者の活用率がい
ちじるしく低くなっているが，それは単に結果として経営状況が悪化して
いるだけでなく，主体的にも経営姿勢が衰退している証左と糸なければな
らないだろう。とはいっても，これらの小企業のなかには有力なサービス
産業が成長しつつあるだけでなく，製造業でも積極的に経営転換しつつあ
る企業も多く，従業員規模だけではおおよそのトレンドをみることしかで
きたくなってきている。
第２に，職務と作業環境条件を調整する場合，体力も低下し，能力も陳
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腐化した高齢者への消極的な調整だけに止まりえないだろう。調整しない
よりか，調整する方が積極的であるが，高齢者向けに職務を再設計したり
作業条件を整備する場合も，そうした職務や作業条件の関連分野を調整す
るに止まらず，企業全体の職務と作業条件を見直すぐらいの取り組承が必
要だろう。そういうことＭ､回りの利く中小企業だから取り組糸やすいは
ずだし，また今日要請されている経営のリストラクチュアリングのために
も必要だろう。しかも，高齢者向けとはいっても，単に高齢者の現状に合
わせるのではなく，高齢者の体力や能力などをリフレッシュする取り組糸
でなければならないことは，のちにも触れるところである。
第３に問題になる労働時間と勤務体制の調整は，上記の作業環境条件が
ハード中心の問題であるのに対しソフト中心の問題である｡だが,両者とも
体力や回復力などの衰えつつある高齢者への適応としては共通している。
なかでも労働時間の短縮は，今日，社会的な戦略課題となっており，した
がって高齢者だけの時短ではなく，労働者全体の時短を進めることによっ
て人手不足に対応するだけに止まらず,世代間ワークシェアリングを進め，
高齢者雇用の需要を拡大させることが政策課題になっている。その際，労
働所得を保持しつつ時間短縮しようとすれば，必然的に労働生産性の上昇
などが要請されるが，それに対しハードの機械化などだけでなく，上述の
ようなソフトの職務の見直しも重要になるだろう。とくに職務の質と量や
分業の仕方などは，長期間の慣行になっているので，その見直しは避けら
れがちだが，それなしには折角の機械化も空転しかねないのである。
さらに，短時間勤務とそれにともなうパート雇用は，高齢者自身の希望
も多くなるわけだが，パートタイムだからというので，より低位な職務や
職位に配置される傾向が承られる。そのために，その高齢者の能力や意欲
が十分に活用されないとしたら，それは決して高齢者向けの職務管理とは
いい難い。現に医師などの専門職や役員などには，すでにパート勤務が普
及してきている。しかし，われわれの調査でも（労働省，８３)，例えば製造
業の生産ラインや組作業の場合，高齢者だけが短時間勤務やフレックスタ
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イムで自由に出入することが難しいのも理解できないことではない。だ
が，それも慣行的雰囲気が支配しているからであり，交替メンバーによる
ワークシェアが可能なわけだから，その工夫が試承られるべきだろう。
第４に，労働条件のもう一つの調整である賃金調整にも注目しなければ
ならない。これまでのわれわれの調査では，職種・職務・職位だけでな
く，就職した企業の支払い能力や本人の年金などにもとづく希望によっ
て，給与単価そのものの分散がきわめて大きくなっている（東京都，８８，
８９，９０，９１)。このような賃金単価の相場については，上述のようなコンサ
ルタントのなかで問い合わせがとくに多くなる事項だろうが，実態そのも
のが整理される必要がある。その場合，賃金は理論的にはあくまでも労働
力商品の価格なのだから，その単価は商品の種類とグレードｊつまり職務
そのものの質と水準にもとづいて整理されるしかない。それに対し企業の
支払い能力が単価決定の大きな要因になる場合，高賃金を安定的に保障で
きるケースはともかく，高齢者の供給過剰に乗じて低賃金が構造化するケ
ースは問題だろう。なぜなら，高齢者の意欲や能力発揮にマイナスだけで
なく，前述のような経営革新などの刺激も殺がれることにならざるをえな
いからである。
さらに60歳代前半層のフルタイムの賃金調整について問題になるのが，
在職老齢年金との関連である。賞与抜きの賃金，つまり標準報酬が月９．５
万円未満で在職老齢年金の８割支給から始まって，報酬が増すにつれて支
給率が上昇し，両者合わせて25万円前後に達するような制度になってい
る。そこで雇用側が低賃金に抑えようとすれば，８割支給をねらうことに
なるが，そうなると微妙な結果を招くことになる。というのは，低賃金に
対応するような低職位・低職務にならざるをえないからである。労働者の
側にも，賃金水準は職位・職務の価値表示であるという慣行的な意識があ
るので，おのずと意欲や能力発揮も鈍らざるをえないのである。かりに標
準報酬が低くても，賞与を高額にして埋め合わせることができるはずだ
が，なぜか意外と普及していない。この点は，すでに指摘されている年功
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賃金制度などの見直しとともに，再検討されてよいだろう。
しかも現行の老齢年金制度では，６０歳代前半でもパートタイムの場合は
満額支給となる。フルタイムの雇用だけが雇用であり，パートタイムは雇
用からの引退を意味するという年金思想なのである。しかし，かりにパー
トでも前述のように高齢者の能力や意欲に即してそれなりの職位と職務に
配置するのでなければ，高齢者の活用とはいえない。そしてパートだから
所得としては少いにしても，給与単価は少くても職位・職務の相場を保障
すべきである。
第５に，高齢者の前職能力の活用とリフレッシュも含む能力再開発を問
題にしなければならない。さぎの表２の「経営上の相談」も含めて，「販
路拡大｣，「開発｣，「Ｑｃ活動」は，前職能力そのものの活用にもとづく，
とゑてよい。長い間，体得してきた就業能力こそ，高齢者の有力な資産な
のだから，それを活用しないというほうはない。それは通説だが，その場
合もとくに中小企業に再就職するのだから，前述のように中小企業の幅広
い職務分担に合わせて，リフレッシュ程度の能力再開発を含めた微調整が
必要になるだろう。しかも，今回の人手不足のなかでますます明らかにな
ってきたように，自動化やロボット化とはいっては決して万能ではないの
で，旧型の技能や能力への需要が意外に多分野に残されていることも十分
に考慮されてよい。その意味では，近年の産業・職業転換に若者があまり
に過剰に反応し，旧熟練などの後継者不足が大きな問題にもなっている。
単に自動化やロボット化のモデルが旧型の職業能力だからというだけでな
く，将来とも旧型の職業能力の供給が重要な限界効用を持つと糸なければ
ならない。
その反面，高齢者の個々の具体的な職業能力がすでに古くなっている事
実を否定できない。さらにそうでない場合も，高齢者自身がこれまで長い
間従事してきた職業分野とはまったく異なった分野への転進を強く希望し
ているケースも決して少<ない。そういう場合は本人の転職意欲も高いの
だから，転職訓練の効果も高い。だが，そうでない場合でも，職種転換や
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そのための訓練に消極的になる必要はない。かりに再開発効果は低くて
も，転職に失敗するとは限らないからである。なぜなら，個々の具体的な
就業能力の背後にあるはずの，より抽象的な，いってみればきわめてファ
ジィな職業能力，例えば大きな構想や問題解決や人間関係などに関する能
力は，長いキャリアと豊かな人生経験のなかで相当の水準に達していると
ゑてよい。表２の「経営上の相談」などに反映しているだけでなく，「接
遇や規律の模範｣，「若者の相談相手｣，「職場の雰囲気が明るくなる」など
にも反映しているに違いない。
最後に，これまでゑてきた広義の就業条件調整の文書化とマニュアル化
にも触れておこう。まず就業規則に明記することによって，全従業員に明
示されるだけでなく，その合意をえることにもなるだろう。さらにそれに
lこまらず，高齢者の活用マニュアルも文書されるべきだろう。それによっ
て，折角の調幣ノウハウが蓄積され，より高度の工夫の基礎データにもな
るからである。
3．高齢者活用の条件と要因
（１）経営戦略と高齢者雇用
上述のような高齢者の活用管理のあり方すべてについて検証することは
できないが，1990年度にわれわれが試みた活用事例調査による71ケースの
うち，好事例として有効な25ケースの特徴を一覧表にまとめたのが表５で
ある。まず注目されるのが，好事例企業の経営動向と高齢者雇用である。
経営動向は，調査対象を売上げが５年間に１．５倍以上に伸びた企業に限
定しただけあって，中小企業なりに事業の多角化・高度化などの積極的な
取り組承をみせているケースが多い。なかには，例えば運輸業などのよう
に経営としての行き詰まりをみせていたり，子会社の一部には親会社から
転籍してきた役員や管理職などの消極的な態度も承られるが，多くは前向
きに高付加価値化戦略を展開しているとゑてよい。
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表５調査企業の産業別経営.
産業に|￥⑤｜“… 全従業員 60歳以上（比率）雇用動向
人
9０ 
人％
４（4.4） 土建，不動
産
不動産,税金相談，
インテリアなど，
総合化
専門校から新規採
用，中間管理職の
不足
１ 
建
機械・士建
設計，メン
テナンスな
ど
通信工事，
設計，ピル
メン，販売
子会社として分離
独立，設計の効率
化
親会社からの出
向・転籍多く，新
卒取れぬ
4（2.8） ２ 145 
設
電信メンテナンス
から製造・販売に
進出
５年ほど以前は大
卒も取れたが，高
卒も取れぬ
10（８．３） ３ 1２１ 
業 造園・植栽 植木職から大きな
造園業に転換（雇
用保障のため）
専門校出（独立の
ための修業)，地
方パートの雇用
（員数外）
3(13.0） ４ 2３ 
軽印刷 ３Ｋのイメージ強
く，人手不足（と
くに営業）
化学のイメージ悪
<，人手不足
3（５．５） オフセットのほ
か,マイクロ写真，
電子複写など
化学・医薬品を研
究開発，高付加価
値化
５ 5５ 
製 薬剤など製
造販売
8(20.5） ６ 3９ 
造 電子・精密
機器の設
計・製造な
ど
流量制御装
置
計測制御などの開
発により，脱下請
け
下請けなどの人手
不足のため，地方
進出
10（9.3） ７ 1０８ 
業
専門メーカーとし
て開発に意欲的
人手不足のため，
未経験の定退者採
用
5（７．７） ８ 6５ 
曇繍瀧に誉|標辮↑置老尾田
乳｜賃金・社会〔発栞物jlX深
邇機
Ⅷ】
要員派進
終|鋤艤鷆採用ｌ２ｃ
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高齢者の
主要職種 諺の雇塁|高齢者の雇用理由｜高齢者雇用管理の特色瀞一歳㈹
管理職，教育，
製図
正社員 不足する営業所
長，支店長，営業
部長，総務部長の
補充
親会社からの出向
（定年前)，転籍
（定年後）受け入
れ
電力など親会社か
ら出向・転職（管
理職）と一般採用
人手不足のなかで，職務
見直しにより，製図，若
者へのアドバイス係，安
全強化
親会社より１ランク昇
進，能力別年俸制度，協
力企業としての独立支援
設計（生産，詳細） 嘱託契約社員
6０ 
管理職，一般職 嘱延 託長6０ 嘱託でも管理職（企業グ
ループとしての活用)，
能力別給与（あまり高く
ない）
健康・安全管理，パー
ト，年金利用，アドバイ
ザー・リーダーとしても
活用
技術革新で未経験者も活
用，高齢者扱いせず，年
金は利用しない
設備・環境の改善，個人
面接の重視，比較的高賃
金，技術・技能向上にも
活用
アドバイザー，教育係，
65歳以上フレックスタイ
ム，在職年金には反対
庭師，緑樹管理なし 正社員
嘱託
自営庭師の中途採
用，都能力再開発
コースから，実績
もあり
現場への未経験者
の採用，もともと
の従業員の再雇用
人手不足でもある
が，大手化学定退
者の積極的活用
生産職 嘱託6０ 
生産，包装前の
小分け
正社員なし
管理職，製造，
組立
嘱託 人手不足もだが，
高能力の活用，対
外的な顔としても
5５ 
管理職，組立，
部品管理(倉庫）
正・準社
員
役員・管理職は先
代から，定着者は
適応力が高い
人手不足による
が，勤務がきつい
ので62.3歳で退職
単純労働だが，責
任を持って真面目
に働く
単純労働だから
単品組立･軽作業なので，
若者代替，高齢者の真面
目さと協調性にも依存
短時間勤務，固定給部分
増額，退職金アップ
6０ 
タクシー運転手 勤務延長5５ 
スーパーなどで
の仕分け・整理 臨時雇用で，６時間勤務（派遣先の都合)，それ
以外に特色ない
ＤＭのラベリング,封入，
封かん，郵便区分け，い
ずれも自動化
なし Ｏ '、 ト
倉庫管理，フォ
ークリフト運
転，ダイレクト
メール発送
(不明）6０ 
荷造り，配送
（男性）
値札つけ，伝票
（女性）
嘱託 高齢化社会への対
応の先取り，職安
の指導による
綿密な面接，健康管理，
仕事への無理のない適
応，時短，年金利用
5５ 
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(表５つづき）
産業に|￥“｜鵬戦㈱ 全従業員 60歳以上（比率）雇用動向
人％
12（７．５） 
人
160 レディース
商品中心，
洋傘・食品
など
計装・ＯＡ
機器
現金卸売,品揃え，
商品の多様化
給与水準を大企業
並永にし，新卒採
用中心
1３ 卸
売
業
親会社からの中堅
層の移籍・昇進
ハイテク商品の多
角化，システム商
品化
4（８．９） 1４ 4５ 
飲
食
業
中華料理 立地に応じた店舗
の多様化，メニュ
ーエ夫
50歳以上の再雇
用，中途採用，若
者不足
9（９．８） 9２ 1５ 
親会社からの出
向・転籍，中途採
用
人手不足（とくに
都心）５０歳以上が
過半
26(40.0） １６１ビル管理 管理事務中心に
し，ピルメンは外
注化
ホテル・マンショ
ンの総合管理，技
術開発
6５ 
沖|灘… 23009.2） 1，１９８ 
〆
害虫防除，受付，
監視，検針，海外
進出
人手不足で求人費
が著増，５０歳以上
半数
人手不足で，５０歳
以上80％
110(17.9） '81鐡久ソ 614 :／ 
業lml譽黛～ デパートの子会社として，インテリ
ア，ディスプレイ
85(26.3） 323 
技術計算ソ
フト
原子力の総合技術
計算システムの開
発
ＯＡ機器の販売に
も多角化してはい
るが
ソフトウエアの仕
事は青年層中心
3（４．０） 2０ 7５ 情
報
業 1(14.3） ワープロ入
力，オペレ
ーター養成
時短などによって
低所得なので定着
しない
2１ ７ 
ム
ロ
ン
￥
六
評|總忘薦夢 D４１１（（ 
讓蝋準|露議燃LlH危知り４ｍ
Ⅲ
皿
又
Ｌ
▽
実際の補修１．
生，独自の技↑
，R色
現不足，中途採１１．４００１６９０(４９
外国緒船舶会社の承
管理，建浩購理、
｢１ 
Ｊ iＤＩ１ ２３４５ ２２２２ 総合プロダクシ ヨ :／ 搬送設備〆ソテ電力設備メソテ海運サービ
ス
ＴＶのＣＦ，ＰＲ
映画，イベント，
展示に多角化
子会社としての独
立のため，設計.
工事も
補修は外
注
発
 技術開
籍船舶会社の
理，建造監理
新規・中途採用と
ｔほぼ順調
親会社から役員，
管理職，プロパー
採用
新規 ，中途採
用（中年中心）
親企業からの出
向，移籍
594 
180 
1,400 
6３ 
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副齢者の雇用理由｜高齢者雇用管理の特伊職
551綴職,荷造り,|嘱託 長期勤続者の高齢化，都開発コース
修了者の受け入れ
作業環境の整備（機械
化)，特別休暇，個戈人
の希望・健康への配慮
601臺業職'商品管|非正規 新卒不足，親会社からの受け入れ，
経験者の活用
若い営業職の指導，
知識の活用，時短，
利用と賞与支給
商品
年金
事務職,コック，
ウエイトレス
嘱託 人手不足と中途採
用定着悪い，経験
の活用
後進の指導，再雇用など
による経験の活用，年金
は利用しない
6０ 
ビル管理事務所
長
嘱託 管理経験の利用
(テナント募集,家
賃折衝,苦情処理）
人手不足のためだ
が，より積極的に
高齢者の活用
管理職経験の活用，未経
験者への研修,年金利用，
完全週休２日
教育研修，責任付与，功
労制度（継続雇用),勤務
体制の工夫，就業規則の
整備
週44時間制，控室など福
利厚生，採用より定着管
理，就業規則の整備
組合健保，１年契約によ
り高賃金化，変形時間制
で時短，労組への加入
6０ 
清掃，警備，管
理
正社員
（男）
パ－卜
（女）
正社員
嘱託
パ_卜
正社員
契約社員
6５ 
清掃，管理，警
備
人手不足と低人件
費のため（地方で
は最賃で採用）
人手不足，再雇用
などの活用
6０ 
清掃，警備，管
理
6０ 
６０１璽務ｆ旨5稗 罫務職・管理職経験の涯竺雫|霧灘森締鐘
霧墨冨雛対|瀧簔套牟冨雛ｂ
檗鈩孝二鰹豆|騨罰雷ｉ１ｉｉ露f1j鱒501鶴職管埋騒
喜灘専門職'|礦社驫|賛 iii瀞Izl謬繍弓離
震舗縦欝|蟇砦警箱轤適職'六‐五二Ｊ５０１管理職，謄督職ｌ賑
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そうした経営動向と高齢者との間には，必ずしも直接的な関連があるわ
けではない。だが，直接的な関連がない場合も，積極的な経営ほど，とく
に中小企業では雇用行動全体も積極化しており，そのなかでおのずと高齢
者の活用が積極化している，とふることができる。それに対し高齢者の雇
用については広く５５歳以上の男女を対象としたが，高齢者雇用としてとく
に問題になる60歳以上に限ってふると，パートなども含む全従業員に占め
る比率は１％にも達しない水準から50％近くにも達するまで，大きな分散
を示している。
これらのうち，５０％近くにも達するのは電力会社の定年退職者中心のい
わば高齢者会社ではあるが(No.２４)，この会社プロパーの従業員も雇用さ
れており，一緒になって新しい技術開発にも取り組んでいる。もう１つ，
40％に達しているのはピル管理専門の企業であり（No.１６)，清掃などのメ
ンテナンスは外注しており，また他のビルメン会社とは異なり，事業の多
角化も行われていない。子会社としてやや消極的化している。
それに対し，１％にも達していないのは，もと映画会社の子会社だった
総合プロダクションであり（No.２２)，最近流行のイヴェントや展示などに
事業を多角化し，若者の採用も順調なので，高齢者の活用はもとからの従
業員の高齢化対策に止まっている。さらにちょうど１％に止まる地域貨物
運輸会社は(No.１１)，社歴が短く，比較的高い労働条件で若い従業員を採
用できたためか，運輸業としてはほとんど例外的に高齢化が低くなってい
る。
（２）職務と作業条件の調整
高齢者活用としてまず問題になる職務と作業条件の調整についてまとめ
てゑておこう。
職務や職位の拡大は徐為に進められている。そのなかには，急増しつつ
あった不動産だけでなく，近年の内需再拡大で雇用を急拡大させつつある
建設業では，従業員構成がひょうたん型に変形しているので，管理職な
中小企業における高齢者活用の展開１５９
どの職務を分解し，高齢者を中間管理職として採用する動きもふられる
(No.１，３)。それに対し製造業ではなにより作業条件の調整がいちじるし
いが（No.６)，新人教育や若手などの技能向上のほか，職場の人間関係の
調整にも役立っている事例がふられる（No.６，７)。また，労働負荷のとく
に高い運輸業では，運転手から運行管理や配車係や整備・修理や貨物など
の仕分けなどに配転している事例もみられる（No.１０，１１)。
各種の卸売業ではこれまで若手中心だったが，定年後の継続雇用の増加
に応じて，それまでの取引関係との連係を活用して高齢者が営業を継続す
るケースもふられるようになってきている（No.１４)。しかし，中途採用の
高齢者の場合は，ファッション産業の営業マンだった継続雇用者とともに
物流センターの荷造りや配送に配置されるケースが多い（No.１２，１３，１４)。
これに対し，高齢化がより進んでいる料理・飲食業では役員や管理職など
への職位の上昇，事務や接客や調理などの広い職務への進出がふられる
(No.15)。さらに情報サービスなどの事業所サービス業では，経営拡大が顕
著だが，それにともなって管理職や専門・技術職としての活用が増加して
いる(No.２０，２３，２４，２５)。また，機械のオペレーターからメンテナンスの
監督職への転換も承られる（No.２４，２５)。その場合，中小企業では前述の
ように大企業のような職務が細分化されていないので，さまざまな実務を
兼担するケースも多い。
これに対し作業環境条件の調整では，とくに肉体労働の多い建設業，製
造業，運輸業，さらに卸売の物流センターやビル・メンテナンスでは，重
量物運搬の合理化を始め，さまざまな工夫が試承られている。なかでも，
製造業の事例で顕著なように，照明，目盛などの改善，中腰作業の排除，
さらに難聴者対策などもとられている（No.５，６，８)。しかし，このよう
なハードの環境整備には，設備投資を必要とするので，中小企業らしい資
金難などから徹底化できず，その代り工程間・周辺の準備・整理作業や雑
役．守衛に補助労働力として配置されるケースもふられる（No.６，８)。
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（３）前職能力の活用と能力再開発
それに対し，高齢者の前職能力の活用や能力再開発やリフレッシュはい
かに進められているか。
すでに２で述べたような前職能力の直接・間接的活用は，あらためて指
摘するまでもなく，広い産業分野で積極的に行われる。それに対し能力再
開発はより少いが，造園業（No.４)，物流センター（No.１２，１３)，ビルメ
ン業（No.１６，１７)，情報処理業（No.２１）などでは積極的に試よられてい
る。それには東京都が開始している能力再開発の実践セミナーも含まれる
が，職場でも仕事しながらのＯＪＴが行われている。また，その前提とし
て周到な健康診断が行われていることにも十分注目しなければならない。
とくにホワイトカラーの出身者が肉体的負荷の大きな職種に転換する場合
は，それまでとは異なる筋力を使うことになるので，綿密な健康チェック
と長時間をかけた現場訓練が行われている。さらに造園師や情報処理の
ＳＥなどのように，高度の技能や技術を習得する場合は，とくに長期間の
ＯＪＴが重要になっている。
さらに雇用管理としては，個々の苦情処理や相談などを重視しているケ
ースもみられる（No.６，１３)。そのうえ，'１おじいさん'’とかⅥおばあさん〃
などと呼びかけるのではなく，かならずネームプレートの名前を呼んだ
り，あまりプライヴァシーに立ち入らぬように全従業員に指示するなどの
細かな配慮も行われている（No.１２，１９)。
（４）労働時間の短縮と勤務体制の弾力化
前述のような職務などの見直しや作業条件の調整とともに，ソフトの労
働時間の短縮と勤務体制の弾力化もまた，就業条件の重要な調整事項とな
っている。
しかしながら，好事例とはいえ中小企業では概して時短が遅れている。
それにしても，最近の人手不足への対応も有力な要因となって，週休２日
中小企業における高齢者活用の展開１６１
制などの拡大が製造業や卸売業や運輸業やピルメン業などで進みつつある
（No.７，９，１０，１３，１４，１６，１８，２３，）。さらには変形時間制による時短の
ケースも糸られる（No.１９)。それと同時に，勤務体制の弾力化も進めら
れつつある。そのなかで，例えばタクシー業では出勤日の24時間稼働をよ
り短時間勤務に変えるとともに固定給部分を拡大し，高齢者でも働けるよ
うにしている（No.９)。料理・飲食店では，まだ就業規則に明記されては
いないが，完全週休２日制の導入とともに短時間勤務が普及し始めてい
る（No.１５)。また，ビル・メンテナンス業などでは発注側から就業時間帯
は制限されているが，勤務日数やローテーションなどを従業員が選択でき
るように勤務体制が弾力化されている（No.１７，２４)。さらに情報処理業な
どには，フレックスタイムも導入されてきている（No.２１，７)。
（５）賃金調整と在職老齢年金との関連
このような労働時間の短縮は，日本の場合，多くは賃金収入そのものを
維持しつつ実施されるので，時間賃率や給与単価を上昇させるケースが多
い，とゑてよい。だが，それにともなう人件費アップは，前述のような職
務・職位の再編成や作業条件の改善や労働力の定着による労働生産性など
へのプラス効果によって相殺されるに違いない。
もう一つ，日本型労働慣行のもとで問題になるのが，年功賃金制度の調
整である。ただし，定年後の再雇用の場合は退職後１年契約の嘱託に変る
ケースが一般的だから，いわゆる年功賃金のように勤続に応じた定期昇給
の問題はほとんどないだろう。しかし，勤務延長や定年延長の場合はそう
はいかない。それにしても，中小企業の年功賃金制度は一部の大企業など
のようにそれほど硬直的ではないので，実際の問題は小さいだろう。それ
でも，一部では制度の調整が行われている（No.２，３，２２)。その内容は能
力給への転換であるが，そうした職能給制度としてではなく，低勤続者を
契約社員化することによって年功給よりも上昇させるような調整がピルメ
ソ業で行われているケースもある（No.１９)。
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さらに，老齢年金との関連も問題になる。ただし65歳以上になると，現
行の制度では自動的に年金受給者となり，賃金所得などをえても減額され
ない。これも将来は再検討される必要がある。現行での問題はすでに２で
明らかにしておいたとおり60歳代前半の在職老齢年金との関連である。表
５に略記したように，卸売業やビルメン業やその他のサービス業では在職
老齢年金の受給を前提として比較的低い賃金が支給されている（No.１２，
１３，１４，１６，２３)。さらに60歳代前半でも，臨時パートなら前述のように自
動的に年金保険からの脱退者扱いされるから，同様に低い賃金でも労働力
供給が確保できる。
しかしながら，賃金率や給与単価は職務や職位に対する社会的な評価と
観念されている面がまだ強く，現にグレードが高いと評価されている職位
や職務のモラールが在職老齢年金の利用による給与ダウンで阻害されるケ
ースもふられる。そうした阻害要因を排除するために，その利用に反対す
る態度を明確にしたり（No.７)，現に利用しないケースもふられる（No.
５，６，１５，２０，２１)。いずれも，雇用側が高齢引退者扱いせず，積極的に能
力活用を試ゑているか，あるいは高齢者自身が受給を希望せず，能力発揮
に努めているケースである｡ただし,在職老齢年金の受給は月例給与との組
み合わせが問題になるので，２５万円前後の上限規制は賞与の支給によって
クリアできるはずだが，それを行っている事例は１件の糸に止まっている
（No.１４)。というのは,なんらかの公共規制がかけられているためか,ある
いは,より低賃金でもそれなりに職務や職位と均衡しているのか,または前
述のような給与に対する観念がすでに崩れ始めているからかも知れない。
4．おわりに
これまで，中小企業における高齢者活用の実態とその条件や要因につい
て，われわれのケース・スターディにもとづいて考察してきた。こうした
活用の条件や要因は，就業規則や管理マニュアルなどに明示され，蓄積さ
中小企業における高齢者活用の展開１６３
れることが望ましい。そうでなければ，高齢者の活用が組織的に安定的に
定着しないかも知れないからである。しかし，雇用管理のマニュアルにつ
いてはとくに意識的に調査しなかったが，就業規則の文書化については明
確に調査事項を設けたにもかかわらず，はっきりとした回答がえられたの
は２件だけだった（No.１７，１８)。いずれもビルメン業においてであり，６０
歳以上だけの雇用シェアが20％近くに達しており，高齢者雇用が多数なの
で業務上も欠かせないのだろう。しかしながら，多数雇用の事例に普及し
ているわけではない。
むしろ雇用管理として，より重要なのは,活用の仕方なり,その条件や要
因などのマニュアル化である。それに対し企業側には,これまでの慣習,人
材や時間の余裕がないなどの理由で行われにくいのかも知れない。かえっ
て文書化しない方が弾力的に運営しやすいというような指摘も可能だろ
う。しかしながら,運営の仕方については,文書化されたルールにもとづい
てこそ，より明確化されるし，文書化やマニュアル化によって担当者とし
ての人材開発だけでなく，今後予想される高齢者活用の増加による混乱を
避け，むしろそれによって時間的余裕を作り出すことにも役立つだろう。
こうした点は，本稿が残した諸点とともに今後のケース・スターディの
なかで追求されねばならないだろう。
最後になったが，本稿が依拠した調査研究にともに参加された方々に心
から謝意を表しておきたい。
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